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注:略語説明

ERP(EnterpriseResourcesPlanning),CRM(CustomerRdationshipManagement),PPS(PowerProducerandSupplier;特定規模電気事業者)

SCADA(SupeⅣisoⅣControlandDataAcquisition),EMS(EnergyManagementSystem),DMS(DistributionManagementSystem),GIS(GeographiclnformationSystem)

EAl(EnterpriseApplicationlntegration).DWH(DataWarehouse)

日立製作所の電力n■ソリューション

電力会社の全体業務プロセスの効率化を支援する,日立製作所のソリューションマップを示す｡これらのソリューションは.今後の電力会社にとって重要な経営の効率化や,新し

い電気事業制度に適合したシステムヘの移行を支援する｡

電力会社の電気事業を取り巻く環境は,技術革新

や規制緩和などによって急激に変化しており,従来以

上の経営効率化が望まれている｡そのためには,各部

門の業務の効率化だけでなく,業務プロセス全体の観

点からの効率化が重要になってくる｡

日立製作所は,このような経営効率化のニーズにこ

才
はじめに

電気事業の規制改革などによる電気事業者間の競争の激

化が予想され,電力会社には従来以上の経営効率化が求

められている｡また,会計分離･情報遮断など,規制穏和の

制度に適合したシステムヘの移行も必要となっている｡

たえる電力汀ソリューションを提供することにより,電

力会社におけるサービスの充実と営業力の強化,さら

なるコストダウンの推進,経営資源の戦略的な活用,

会計分離･情報遮断の実現,電力取引部門の設置と

人材育成などを支援している｡

経営効率化は,これまでも各部門で進められてきたが,今

後は事業プロセス全体から見た経営資源の戦略的な活用と,

さらなるコストダウンなどが重要課題となる｡また,規制緩和で

想定される制度の変更に柔軟な対応ができるITシステムやイ

ンフラストラクチャーが望まれる｡

ここでは,電力会社における経営効率化ヤシステム移行を

支援する日立製作所の電力ITソリューションについて述べる｡
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●技術革新の進展

マイクロガスタービン.燃料電池など

●自家用発電の動向
参入動向,普及状況

分散型電源

』

●制度見直しの方向性
自由化範囲,電力取引所,中立機関

●さらなる競争の進展
新規参入者の増加,電力間競争

規制緩和

電気事業

●経営効率化のさらなる推進
薬務･人員の効率化

●規制繹和に対応したシステムの導入
電力取乱系統運用,顧客管理

2
電気事業を取り巻く事業環境

経営効率化

電力会社の経営に大きな影響を与える電気事業環境の変

化内容は次のとおりである(図1参照)｡

(1)分散型電源の普及による自家発電比率の増大

(2)石炭税導入･排出権取引などの地球環境問題対応によ

る設備運用計画内容の変更

(3)規制緩和による新規電気事業参人者の増加や電気事

業者間競争の激化

(4)電力取引所や会計分離･情報遮断などの新制度を満足

する業務システムの導人

このような環境では以下の要件が電力会社に求められる

(図2参照)｡

(1)顧客サービスの充実と営業力の強化

(2)さらなるコストダウンの推進

(3)経営資源の戦略的な活用

(4)会計分離･情報遮断の実現

(5)電力トレーディング部門の設置と人材育成

3日立製作所の電力ITソリューションのメニュl

前述した要件を解決するために,日立製作所は図2,3に

示すソリューションメニューを提供する｡その中のいくつかの

ソリューションを以下に述べる｡

(1)経営管理ソリューションと電力ERPソリューション

経営管理ソリューションは会社全体の情報を把握し,意思

決定のための分析を行い,経営戦略を支援する｡電力ERP

(Enterprise Resources Planning)ソリューションは,ERP

パッケージを活用して,全体最適化と会計分離を図る｡

(2)系統設備管理ソリューション
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●石炭税導入排出権取引
収支への影響,電源構成への影響

●原子力の位置づけ
新規立地の寓難化

地球環境問題

経営の多角化

●情朝通信事業

●ガス事業

図1電気事業を取り巻く事

業環境

電気事業を取り巻く環境は技術

革新や規制緩和などによって急激

に変化しており,電力会社にはいっ

そうの経営効率化が求められて

いる｡

電力会社に 日立製作所の主な電力
求められる要件

サービスの充実と

営業力の強化

さらなるコストダウンの

推進

経営資源の戦略的な
活用

会計分離･情報遮断の

実現

電力トレーディング

部門の設置と

人材育成

lTソリューション

経営管理ソリューション

電力ERPソリューション

電力CRMソリューション

電力系統監視制御ソリューション

系統設備管理ソリューション

発電設備管理ソリューション

■･託送管理ソリューション

電力取引支援ソリューション

図2電力会社に求められる要件と日立製作所の電力ITソリュー

ション

日立製作所はJ電力会社の今後のビジネスを支援するソリューションを提供する｡

設備データベースを中心とした情報基盤により,送配電設

備の計画･工事･保全･運用の各業務を有機的に連携し,

PDCA(Plan,Do,Check,Action)サイクルを強化する｡こ

れにより,送配電部門のコストダウンを推進する｡

(3)発電設備管理ソリューション

設備や工事などのデータベースを統合した統合データベー

スを中心に業務全般のPDCAサイクルを一一･貫して支援すると

ともに,保守･点検に関するデータを統計解析や可視化する

ことによって保守の効率化を図り,発電設備管理コストを低減

する｡

(4)情報基盤ソリューション

オープンでセキエアなハードウェア,ソフトウェアを提供し,

EAI(Enterprise ApplicationIntegration),DWH(Data
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経営管理ソリューション

経営計画･管理資産費用･評価管理

電力ERPソリューション

経理資産購買人材管理

電力CRMソリューション

営業コールセンター料金管理

顧客データ統計分析

発電設備管理ソリューション

費用管理保守点検言十画監視制御

電力取引ソリューション

取引契約管理リスク管理

収益予想燃料調達

情報基盤ソリューション

電力系統制御ソリューション

S¢ADA･EM$.･DM$

系統設備管理ソリューション

設備ライフサイクル管矧費用管理
GisI地図空間解析漆統計画､

託送管理ソリューション

同時同量積算口wドプ臼ファイリング

託送受付託送料金計算､

′自動検針託送料金管簸､

EAI

DWH

Warehouse),ワークフロー管理などを情報基盤に活用,構

築する｡それにより,全体最適化と情報遮断に貢献する｡

〃経営戦略を支援する経営管理ソリューションと全体最適化のための電力ERPソリューション

規制横和の対象範囲は今後拡人されると予想され,需要

家の選択肢の多様化や新規電気事業者の参入など,電力

会社の経常に影響を及ぼす要素が増大する方向であると考

える｡そのため,経営効率化のためのコスト低減や,企業とし

ての新たな価値を見いだすための経営方針の転換などを図

ることが重要となっている｡一一方で,公益企業として電力の安

定供給にも努める必要がある｡

このような課題に,各電力会社は,経営的な観点からの対

んむ策について,規制緩和の進展を予想しながら検討を進め

ている｡しかし,すでに大口需要家の獲得競争が始まってい

ることから,早期に経営面での改革が必要であると考える｡

日立製作所は,経営的観点から規制緩和対応を支援す

るために,経営管理ソリューション,電力ERPソリューションを

提供している｡

4.1経営管理ソリューション

今後の電力会社経営には,新しい電気事業制度に伴う公

平性･透明性を確保するとともに,会計分離･情報遮断を行う

ために,企業内での情報を最小限の見直しで有効利用する

ことが重安となる｡また,これまでの部門最適化(業務部門ご

とに情報保持)から全体最適化(会社全体で情報保持)にシ

フトしていくことも必要となる｡さらに,競争激化への対応には,

ワークフロー管理

1T情報インフラストラクチャー

図3 日立製作所の電力ITソ

リューションの全体

日立製作所は,各部門の効率化と

全体最適化のためのソリューションを

提供する｡

F

料金メニューの多様化や料金値下げの追求に向けた各部門

のコスト削減が必須であり,いっそうの経常判断スピードの向

卜が決め手となる｡

日立製作所は,営業料金,会計などの情報系システムや,

発電,送竜などの制御系システムごとに独白に活用されてき

たさまざまなデータを組み合わせ,関連づけることにより,新た

な経営判断のための的確訓育報を提供することが求められ

ると考えた｡

このソリューションは,今後の規制緩和動向,新制度を踏

まえた経営に必要な情報定義と活用方法の検討支援など,

会社内での経営コックピットとしての役割を果たす｡これにより,

会社全体の情報がスピーディーに,ビジュアルに把捉すること

ができ,重要チェック項目の定型化や,意思決定の確度向

上のためのシミュレーション機能など,多角的な分析を実現す

ることができる｡

4.2 電力ERPソリューション

送配電部門と発電･販売部門間の透明性を確保するため,

今後は会社内の会計内訳情報の公開と会計分離,それに

対応するシステム面からの早期の取り組みが求められる｡

日立製作所は,それらの実現を支援するため,ERPパッ

ケージを利用したソリューションを提供している｡ERPパッケー

ジの特長である,各業務システムで保持しているデータベー

スの統合化により,必要となる情報を一元管理し,リアルタイ

※)R/3は,SAP AGのドイツおよびその他の国における登録

商標または商標である｡
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ムレベルでの情報提供を可能にする｡

ERPパッケージで代表的なR/3射での実現例では,財務会

計用の総勘定元帳以外に,管理会計用の特別目的元帳を

利用することにより,管理会計用諸表を作成する｡特別目的

元帳は,収支管理の単位を細分化して持つことが可能であ

り,それらを組み合わせることで,要求された会計分離情報

のレポーティング情報が作成できる｡

また,R/3の拡張機能を活用することにより,事業規制見

直しで想定される事業セグメント別の収支状況をシミュレート

することが可能となるとともに,会計分離にも対応できる｡

それに加えて,日立製作所の電力ERPソリューションでは,

管理会計,財務会計,購買業務を中心としたテンプレートを

準備する｡これらのERPシステム構築で必要となる設定内容

を事前に準備しておくことにより,システム構築時の期間短縮

や開発コストの低減など,導入メリットの拡大が図れる｡

吉送配電部門のコスト低減を推進する系続設備管理ソリューション

送配電部門は規制部門であるため,いっそうのコスト低減

が求められる｡したがって,PDCAサイクルを強化し,きめ細

かい設備ライフサイクル管理を行うことが必要となる｡

系続設備管理ソリューションでは,情報制御システムの開発

で得た高信頼度制御技術,設備管理システム構築ノウハウ

をベースとし,｢情報基盤ソリューション(EAI･ワークフロー管

理･DWH･IT情報インフラストラクチャーなど)+を活用した基

盤情報と,業務に対応する｢設備ライフサイクル管理+,｢GIS

(GeographicInformation System:地理情報システム)･地

図空間解析+などの各種ソリューションを組み合わせ,送配電

業務のPDCAサイクルを強化するためのシステム構築を支援

する(図4参照)｡このソリューションは,電力会社用の設備

管理システムの構築実績をベースに,最新の情報技術(IT)

を組み合わせて提供するものである｡

｢設備ライフサイクル管理+は,計画,工事,保全,運用の

各業務を,設備データベースを中心とした基盤情報によって

有機的に連携し,PDCAサイクルの強化を支援するソリュー

ションであり,以下に述べる特長を持つ｡

(1)設備データベースを中心とした基盤情報の確立

(2)蓄積データの最大活用(統計･分析機能強化)による

PDCAサイクルの強化

(3)情報(ナレッジ)の共有化による現場業務を中心とした業

務の支援

また,設備のコスト管理をきめ細かく行うために,設備とリン

クした予実算管理･分析から,制度会計,管理会計によるコ

スト管理も支援する｡

｢GIS･地図空間解析+は,GISやそれを利用した空間解析

(空間中の｢物+,｢事象+の分布や状態におけるパターン,秩

序,規則性を見いだす｡)を行うためのミドルウェアを提供する

とともに,システム構築を支援するソリューションであり,以下

に述べる特長を持つ｡

(1)空間(エリア単位)での複数情報の相関分析･編集･表

示による地理的戦略マップの作成支援

(2)個体情報･エリア単位の情報･履歴情報との関連づけ･

管理･他データベースと連動した分析支援

(3)地図上でエリア別にグラフ･表などで分析結果をビジュア

ルに表現

例えば,エリア単位の収益･設備コストの分析や事故統計

などを地図上にマッピングし,ビジュアルに表現することにより,
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図4系統設備管理ソリュー

ション

情報基盤を中心とした各業務シ

ステムが連携し,送配電部門の

PDCAサイクルを強化する｡
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今までの単なる統計データの羅列では見つけにくかった地域

特性や地域との関連一性を明確にすることができる｡

これらの特長により,送配電業務のPDCAサイクルが強化

でき,コストダウンを推進することができる｡

夢発電部門のコストダウンを推進する発電設備管理ソリューション

原子力発電プラントでは,定検作業の効率化,プラント高

経年化への対応が大きな課題であり,信頼性確保を前提とし

た保守の効率化･高度化を目指した技術開発を進めている｡

その一つとして,センサ校正作業量低減のための校正支

援システムを開発した｡センサの特性変化によって生じる測定

値のずれを補正するための校正作業は,定期検査ごとに実

施されており,規準圧力を加えての調整などが必要なことか

ら,多くの作業量を要している｡このシステムでは,センサ校

正記録データを統計解析し,将来のセンサドノフト量分布を予

測することにより,適正な校正周期を決定する｡さらに,プラン

トからオンラインで取り込んだプロセス信号を,ニューラルネッ

トなどによって処理してセンサ正常値を推定し,センサ特牲

変化を検出する｡これにより,センサ信頼性を確保しながら校

正周期を伸長し,校正作業量を低減する｡

また,作業エリア内の放射線量率分布の変化を高速に推

定し,放射線環境下での保守作業･放射線管理業務を支援

するシステムを開発した｡このシステムは,(1)三次元CAD

データから線量率計算用の人力データを自動生成し,(2)機

器･配管の移動･撤去,遮へい体の設置など,保守作業進行

に伴う三次元線量率分布の変化を高速に計算する｡また,

(3)分布計算結果と保守員の動線データから被曝線量を推

定したり,(4)三次元可視化インタフェースにより,線量率分

布･被曝線量を可視化するとともに,遮へい体迫設などの人

Plan

●運用計画

･的確な経営判断
統合データベTス

Check,Action

管

黛

工事管三哩

ボリューム表示

等値面表示

部屋全体の線量率分布概

要を示し,保守作業の計画
を支援する｡

水平･垂直断面表示

水平断面,あるいは垂直断面の詳

細な線量率分有を表示し,件菓時

の被曝線量推定を支援する｡.

要注意空間を表示し,保守員の

安全を確保する｡

図5放射線真率分布の可視化画面例

線量率分布を可視化して保守員･放射線管理者などを支援する｡

力を簡便に実施することができる｡線量率分布の可視化画

面の例を図5に示す｡同図のような情報を提供することにより,

保守作業の計画策定,被曝線量管理,保守員の環境認識

を支援することが吋能となる｡

このほか,計測制御装置の保守作業を対象に,人工現実

感を用いた模擬訓練装置や保守員の動作を模擬する人間

系シミュレータなどにより,効率的な訓練を可能とするシステム

についても開発を進めている｡

火力発電分野では,規制薇和に伴う競争激化,景気低迷

による電力需要の低下から,価格競争に耐え得る設備管理

コストの低減が課題である｡

発電設備管理ソリューションは,従来の現場担当者支援と

帳票による評価を主体とする火力OA化システムから,PDCA

サイクルを一貫して支援する火力IT化システムヘの転換を図

るものであり,(1)経営管理(意思決定)のための業績管理･

lTシステム構築費用の

低減

費用管理

設備
運用管羊空

発電所

制御用

計算機

問 ファイア

ウォール

定検管理

発電コスト低減による

さらなる競争力の強化

Do

●プラント運転状態管理

●定積工事

事業所

(事業統括部門)
経理

システム
J準翼∨､､
タスきム､

ファイア

ウォール
事業所
サーバ

クライアント
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園6発電設備管理ソリュー

ション

統合データベースを中心に,

PDCAサイクルを一貫して支援す

る情報システムである｡
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評価情報の提供(費用管理･分析など),(2)設備の寿命管

理を強化するための情報提供,(3)個人に分散した業務ノ

ウハウの共有化をそれぞれ支援する｡

このソリューションは費用管理,工事管理,計画･積算,設

備,運用管理および定検管理の各データベースから成る統

合データベースを中心に,運用,工事から予算にわたる業務

全般のPDCAサイクルを一貫して支援する情報システムであ

る(図6参照)｡従来,運転データ処理計算機として各発電

所に設置していた発電所サーバ上のプラントデータと帳票

データを事業所サーバのデータベースに集約し,併せて経

理･購買システムとデータ連携を図ることにより,業務計画･管

理,設備運用計画･管理,工事計画･管理および予算計画･

管理を支援する｡

7全体プロセスの効率化と情報通断を図る情報基盤ソリューション

電気事業環境の変化に伴って予想される,新規業務の早

期立ち上げや業務内容の急激な変更について,IT支援ツー

ルにも迅速な対応が求められる｡そのため,日立製作所は,

いっそう適切なコストで,柔軟でスピーディーに利用できる情

報システム基盤の構築･運用を支援する情報基盤ソリュー

ションを提供する｡その内容は次のとおりである｡

(1)情事良基盤としてのオープンでセキエアか＼-ドゥェア(サー

バ,情報機器など),ソフトウェア(オープンミドルウェア,アプリ

ケーション,パッケージ)

田村 滋

j瞥

(2)EAI,DWH,ワークフロー管理などの共通技術･製品を

活用,構築するソリューション

(3)企業情報システムの開発で得た高信頼設計技術とシス

テム構築ノウハウをベースに,各ソリューションでのITを支える

システム基盤構築のための技術コンサルテーション･構築支援

例えば,発電･販売部門と送配電部門間の情報遮断を実

現する情報システムには,カスタムメイドによるものから,システ

ムそのものの分離まで,さまざまな方式が考えられる｡日立製

作所は,適切なコストで今後の制度変更にも柔軟に対応でき

るように,認証セキュリティ,情報暗号化,ロギングなどのIT

情報インフラストラクチャーや,その技術を活用した情報シス

テムの構築支援を提供していく｡

こゴ1により,統合,統一した共通の情報基盤上で事業プロ

セスが実行でき,全体プロセスの効率化を図ることができる｡

また,新制度の対応に伴って必要になる情報遮断についても,

この情報基盤上で実現することができる｡

β
おわりに

ここでは,電力会社の経営効率化や新しい電気事業制度

に適合した業務システムへの移行を支援する,日立製作所

の電力ITソリューションについて述べた｡

今後も,最新の技術革新や規制緩和の詳細制度を考慮し

ながら,電力会社に求められる要件の解決に寄与できる電力

ITソリューションの充実と拡大を図っていく｡
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